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概要版

計画策定にあたって

　「第６期土岐市障がい福祉計画・第２期土岐市障がい児福祉計画」が令和６年３月で計画期間が終了
することから、令和５年に国が策定した「障害者基本計画 ( 第５次 )」の基本的な視点をふまえ、「第７
期土岐市障がい福祉計画・第３期土岐市障がい児福祉計画」（以下、本計画）を策定します。

計画策定の趣旨計画策定の趣旨計画策定の趣旨１

　「土岐市障がい福祉計画」「土岐市障がい児福祉計画」は、「障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第 88 条」「児童福祉法第 33 条の 20」に基づき、
障がい福祉サーヒス、相談支援及び地域生活支援事業、障がい児支援の提供体制の確保について定
めるものです。「障がい福祉計画」と「障がい児福祉計画」は、一体のものとして作成することができ
ることから、本市においても両計画を一体的に作成するものとします。

計画の位置付け計画の位置付け計画の位置付け２

　計画の期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間とします。
　なお、国の障がい者福祉政策の大幅な見直し等が行われた場合、計画
期間中でも見直しすることとします。

計画の期間計画の期間計画の期間３

第５期土岐市障がい者計画第４期
計画障がい者計画障がい者計画障がい者計画

障がい福祉計画
障がい児福祉計画
障がい福祉計画
障がい児福祉計画
障がい福祉計画
障がい児福祉計画

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８年　度

第６期土岐市障がい福祉計画
第２期土岐市障がい児福祉計画

第７期土岐市障がい福祉計画
第３期土岐市障がい児福祉計画

第７期土岐市障がい福祉計画 第３期土岐市障がい児福祉計画　【概要版】
発行日：令和６年３月　発行者：土岐市 健康福祉部 福祉課・子育て支援課※

住　所：〒509-5192　土岐市土岐津町土岐口 2101 番地
電　話：0572-54-1111　　ＵＲＬ：https://www.city.toki.lg.jp/

　障がい児を対象とするサービスは、児童福祉法に基づく障がい児通所支援があります。適切に必要
とする方に提供できるよう、本計画の計画期間である令和６年度から令和８年度にかけての事業量を見
込みます。事業量の設定にあたっては、過去の実績（令和３年度から令和５年度）やアンケート調査結
果を基に把握した市民ニーズを勘案します。
　また、第２期土岐市子ども・子育て支援事業計画とも整合を図るため、特定教育・保育施設におけ
る障がい児等の受け入れ人数についても見込みます。

障がい児福祉サービス障がい児福祉サービス障がい児福祉サービス３

（１）障がい児通所支援
第３期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

140
560
240
2,870

３
６
0
0

140
560
220
2,610

２
４
0
0

140
560
200
2,380

１
２
0
0

人
人日
人
人日
人
人日
人
人日

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

（４）子ども・子育て支援等の提供体制の整備
第３期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

4
97
0

4
97
0

4
97
0

人
人
人

保育所
認定こども園
放課後児童健全育成事業

（２）障がい児相談支援
第３期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

454545人障がい児相談支援

（２）障がい児相談支援
第３期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（年間あたり）

111人医療的ケア児に対する関連分野の
支援を調整するコーディネーターの配置

※子育て支援課は令和６年４月よりこども家庭課に名称変更します



資料：総人口の推計及び各種手帳所持者実績を基に独自推計　各年度３月末時点

　障がい者手帳所持者数はおおむね減少傾向が続き、令和８年度には 3,310 人になると見込まれます。
　また、身体障がいが減少し、知的障がいと精神障がいは増加することが想定されます。

計画策定の趣旨計画策定の趣旨計画策定の趣旨１

障がい者の状況と将来推計

　第六次土岐市総合計画では、健康・福祉の基本目標を「支え合い安心できる暮らしづくり」として、「地
域医療の充実を図るとともに、健康の増進や子育て支援、高齢者・障がい者等の福祉を推進し、健や
かな心と身体を育み、地域住民がともに支え合いながら安心して暮らせる優しいまちづくり」を推進し
ています。
　これを踏まえ、本計画の基本理念を以下のとおり掲げます。

計画の理念計画の理念計画の理念１

　障がい者等の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった課題に対応するため、障
がい福祉サービス等及び障がい児通所支援等の提供体制の確保に係る目標として、次に掲げる事項を
設定します。

成果目標成果目標成果目標２

計画の理念と成果目標

３２

85 人

４人

85人

①福祉施設入所者の地域生活への移行
項　目 目　標 考え方

基準値（令和４年度末時点の入所者数）

入所施設からの地域移行

令和８年度末の入所者数

令和４年度末時点の入所者数
85人から4.2％以上減少を見込む
令和４年度末時点の入所者数
85人から現状維持を見込む

３回

８人

１回

②精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築
項　目 目　標 考え方

保健、医療及び福祉関係者による
協議の場の開催回数
保健、医療及び福祉関係者による
協議の場への関係者の参加者数
保健、医療及び福祉関係者による協議の場に
おける目標設定及び評価の実施回数

協議の場への参加者数について、８人を見込む

協議の場の回数について、３回を見込む

協議の場における目標設定及び
評価について、継続して実施する

設置済み

５人

年１回以上

③地域生活支援の充実
項　目 目　標 考え方

地域生活支援拠点等の整備

コーディネーターの配置

地域生活支援拠点等の運用状況の
検証及び検討

県・国の目標設定に沿って、
コーディネーターを配置する

東濃圏域で設置済みのため、継続して
機能の充実を図る

県・国の目標設定に沿って、
年１回以上の実施を目標とする

検討強度行動障害を有する者への支援体制の整備 整備に向け、情報収集に努める

４人
１人
２人
１人

１事業所

５人

１事業所

④福祉施設から一般就労への移行等
項　目 目　標 考え方

一般就労への移行者数
　　うち就労移行支援利用者
　　うち就労継続支援Ａ型利用者
　　うち就労継続支援Ｂ型利用者
就労移行支援事業利用終了者に占める
一般就労へ移行した者の割合が５割以上
の事業所が全体の５割以上

就労定着支援事業利用終了後一定期間の
就労定着率が７割以上となる就労定着支援
事業所の割合が全体の２割５分以上

就労定着支援事業の利用者数

令和３年度実績３人の1.28 倍以上
令和３年度実績０人の1.31 倍以上
令和３年度実績を維持
令和３年度実績を維持

令和３年度末実績３人の1.41 倍以上

全事業所：1事業所（令和５年度実績）

全事業所：０事業所（令和５年度実績）

障がい者手帳所持者数の将来推計

3,4493,449 3,4103,410 3,3733,373 3,3403,340 3,3103,310

精神障がい 総人口比知的障がい身体障がい

6.26.2 6.26.2 6.26.2 6.36.3 6.36.3

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
（人）

令和８年度令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度
0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0
（％）

571571 588588 605605 623623 642642
612612 624624 636636 649649 662662

2,2662,266 2,1982,198 2,1322,132 2,0682,068 2,0062,006

推 移 推 計



資料：総人口の推計及び各種手帳所持者実績を基に独自推計　各年度３月末時点
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　また、身体障がいが減少し、知的障がいと精神障がいは増加することが想定されます。
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１人
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１事業所

５人

１事業所

④福祉施設から一般就労への移行等
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一般就労への移行者数
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　　うち就労継続支援Ａ型利用者
　　うち就労継続支援Ｂ型利用者
就労移行支援事業利用終了者に占める
一般就労へ移行した者の割合が５割以上
の事業所が全体の５割以上

就労定着支援事業利用終了後一定期間の
就労定着率が７割以上となる就労定着支援
事業所の割合が全体の２割５分以上

就労定着支援事業の利用者数

令和３年度実績３人の1.28 倍以上
令和３年度実績０人の1.31 倍以上
令和３年度実績を維持
令和３年度実績を維持

令和３年度末実績３人の1.41 倍以上
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全事業所：０事業所（令和５年度実績）
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3,4493,449 3,4103,410 3,3733,373 3,3403,340 3,3103,310
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6.26.2 6.26.2 6.26.2 6.36.3 6.36.3

0
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（人）

令和８年度令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度
0.0
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2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0
（％）

571571 588588 605605 623623 642642
612612 624624 636636 649649 662662

2,2662,266 2,1982,198 2,1322,132 2,0682,068 2,0062,006

推 移 推 計



５４

整備済み

整備済み

確保済み

⑤障がい児支援の提供体制の整備等
項　目 目　標 考え方

児童発達支援センターと同等の機能を
有する体制の整備

障がい児の地域社会への参加・包容の
（インクルージョン）推進体制の整備
重症心身障がい児を支援する児童発達支援事
業所及び放課後等デイサービス事業所の確保

既に市内で整備済みのため、継続して利用
者のニーズに沿った体制の維持に努める

既に同等の機能を有する体制を整備済み
のため、継続して利用者のニーズに沿った
体制の維持に努める

既に確保済みのため、継続して利用者の
ニーズに沿った体制の維持に努める

設置済み医療的ケア児支援のための関係機関の
協議の場の設置

既に市内で設置済みのため、継続して
協議の場の開催に努める

配置済み医療的ケア児等に関する
コーディネーターの配置

既に設置済みのため、継続して体制の
維持に努める

（１）訪問系サービス

設置済み

⑥相談支援体制の充実・強化等
項　目 目　標 考え方

基幹相談支援センターの設置 既に東濃圏域で設置済みのため、
継続して相談支援体制の充実に努める

年３６回
基幹相談支援センター・委託相談支援事業等に
よる地域の相談事業者に対する訪問等による
専門的な指導・助言や連携会議等の開催

基幹相談支援センターによる訪問等による
専門的な指導・助言及び連携会議（人材
育成を含む。）の年３６回開催を見込む

３人

⑦障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築
項　目 目　標 考え方

県が実施する障がい福祉サービス等に係る
研修やその他の研修への参加

障がい福祉サービス担当者３人の参加を
目標とする

１回
障害自立支援審査支払等システム等による審
査結果を分析してその結果を活用し、事業所
や関係自治体等と共有する体制の会議等の実施

年１回の会議実施を目標とする

　障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスについて、必要とする方に適切に提供できるよう、
本計画の計画期間である令和６年度から令和８年度にかけての事業量を見込みます。事業量の設定に
あたっては、過去の実績（令和３年度から令和５年度）やアンケート調査結果を基に把握した市民ニー
ズを勘案します。

障がい福祉サービス障がい福祉サービス障がい福祉サービス１

サービス見込み量と確保のための方策

第７期計画見込量
サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

68
995
3

940
３
2８
9
8３
0
0

65
980
3

920
３
2８
9
8３
0
0

63
965
3

880
３
2８
9
8３
0
0

人
時間
人
時間
人
時間
人
時間
人
時間

居宅介護

重度訪問介護

行動援護

同行援護

重度障害者等包括支援

（２）日中活動系
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

162
3,420

0
0
14
195
0
0
7

125
75

1,500
135
2,430

3
8
24
70
1
2

158
3,300

0
0
13
180
0
0
7

125
73

1,460
133
2,390

3
8
22
68
1
2

155
3,235

0
0
12
155

7
125
70

1,410
130
2,340

3
8
20
65
1
2

人
人日
人
人日
人
人日
人
人日
人
人日
人
人日
人
人日
人
人
人
人日
人
人日

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労選択支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

短期入所（福祉型）

短期入所（医療型）

就労定着支援
療養介護



５４

整備済み

整備済み

確保済み

⑤障がい児支援の提供体制の整備等
項　目 目　標 考え方

児童発達支援センターと同等の機能を
有する体制の整備

障がい児の地域社会への参加・包容の
（インクルージョン）推進体制の整備
重症心身障がい児を支援する児童発達支援事
業所及び放課後等デイサービス事業所の確保

既に市内で整備済みのため、継続して利用
者のニーズに沿った体制の維持に努める

既に同等の機能を有する体制を整備済み
のため、継続して利用者のニーズに沿った
体制の維持に努める

既に確保済みのため、継続して利用者の
ニーズに沿った体制の維持に努める

設置済み医療的ケア児支援のための関係機関の
協議の場の設置

既に市内で設置済みのため、継続して
協議の場の開催に努める

配置済み医療的ケア児等に関する
コーディネーターの配置

既に設置済みのため、継続して体制の
維持に努める

（１）訪問系サービス

設置済み

⑥相談支援体制の充実・強化等
項　目 目　標 考え方

基幹相談支援センターの設置 既に東濃圏域で設置済みのため、
継続して相談支援体制の充実に努める

年３６回
基幹相談支援センター・委託相談支援事業等に
よる地域の相談事業者に対する訪問等による
専門的な指導・助言や連携会議等の開催

基幹相談支援センターによる訪問等による
専門的な指導・助言及び連携会議（人材
育成を含む。）の年３６回開催を見込む

３人

⑦障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築
項　目 目　標 考え方

県が実施する障がい福祉サービス等に係る
研修やその他の研修への参加

障がい福祉サービス担当者３人の参加を
目標とする

１回
障害自立支援審査支払等システム等による審
査結果を分析してその結果を活用し、事業所
や関係自治体等と共有する体制の会議等の実施

年１回の会議実施を目標とする

　障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスについて、必要とする方に適切に提供できるよう、
本計画の計画期間である令和６年度から令和８年度にかけての事業量を見込みます。事業量の設定に
あたっては、過去の実績（令和３年度から令和５年度）やアンケート調査結果を基に把握した市民ニー
ズを勘案します。

障がい福祉サービス障がい福祉サービス障がい福祉サービス１

サービス見込み量と確保のための方策

第７期計画見込量
サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

68
995
3

940
３
2８
9
8３
0
0

65
980
3

920
３
2８
9
8３
0
0

63
965
3

880
３
2８
9
8３
0
0

人
時間
人
時間
人
時間
人
時間
人
時間

居宅介護

重度訪問介護

行動援護

同行援護

重度障害者等包括支援

（２）日中活動系
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

162
3,420

0
0
14
195
0
0
7

125
75

1,500
135
2,430

3
8
24
70
1
2

158
3,300

0
0
13
180
0
0
7

125
73

1,460
133
2,390

3
8
22
68
1
2

155
3,235

0
0
12
155

7
125
70

1,410
130
2,340

3
8
20
65
1
2

人
人日
人
人日
人
人日
人
人日
人
人日
人
人日
人
人日
人
人
人
人日
人
人日

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労選択支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

短期入所（福祉型）

短期入所（医療型）

就労定着支援
療養介護



76

　地域生活支援事業は、障がい者等が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう市町村を
中心として実施される事業です。本計画の計画期間である令和６年度から令和８年度にかけての事業量
を見込みます。事業量の設定にあたっては、過去の実績（令和３年度から令和５年度）やアンケート調
査結果を基に把握した市民ニーズを勘案します。

地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業２

第７期計画見込量
サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（年間あたり）

６
設置
設置
設置
8
1
４
７
１５
8

1,750
2
0

６
設置
設置
設置
8
1
４
７
１５
8

1,750
2
0

６
設置
設置
設置
8
1
４
７
１５
8

1,750
2
６

箇所
設置状況
設置状況
設置状況
人
箇所
件
件
件
件
件
件
人

障がい者相談支援事業
障がい者虐待防止センター
総合支援協議会
基幹相談支援センター
手話通訳者・要約筆記者派遣事業
手話通訳者設置事業
介護訓練支援用具
自立生活支援用具
在宅療養等支援用具
情報・意思疎通支援用具
排せつ管理支援用具
住宅改修費
手話奉仕員養成講習修了見込者数

第７期計画見込量
サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

2
8
２
60
55
5６０
7
56

2
8
２
60
55
5６０
7
56

2
8
２
60
55
5６０
7
56

人
延時間
箇所
人
人
延日数
人
延日数

移動支援事業

地域活動支援センター事業

日中一時支援事業

訪問入浴サービス事業

●理解促進研修・啓発事業
●成年後見制度利用支援事業
●成年後見制度法人後見支援事業

（３）居住系サービス
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

1
65
85
1
1

1
63
85
1
1

1
60
85
1
1

人
人
人
箇所
回数

自立生活援助
共同生活援助
施設入所支援

地域生活支援拠点等

※地域生活支援拠点等については年間あたり

（４）計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

160
1
1

155
1
1

150
1
1

人
人
人

計画相談支援
地域移行支援
地域定着支援

（５）発達障がい者等に対する支援
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（年間あたり）

454545人ピアサポートの活動への参加人数

（６）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

１
１
25
１

１
１
24
１

１
１
23
１

人
人
人
人

121212人

精神障がい者の地域移行支援
精神障がい者の地域定着支援
精神障がい者の共同生活援助
精神障がい者の自立生活援助
精神障がい者の自立支援
（生活訓練）
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　地域生活支援事業は、障がい者等が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう市町村を
中心として実施される事業です。本計画の計画期間である令和６年度から令和８年度にかけての事業量
を見込みます。事業量の設定にあたっては、過去の実績（令和３年度から令和５年度）やアンケート調
査結果を基に把握した市民ニーズを勘案します。

地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業２

第７期計画見込量
サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（年間あたり）

６
設置
設置
設置
8
1
４
７
１５
8

1,750
2
0

６
設置
設置
設置
8
1
４
７
１５
8

1,750
2
0

６
設置
設置
設置
8
1
４
７
１５
8

1,750
2
６

箇所
設置状況
設置状況
設置状況
人
箇所
件
件
件
件
件
件
人

障がい者相談支援事業
障がい者虐待防止センター
総合支援協議会
基幹相談支援センター
手話通訳者・要約筆記者派遣事業
手話通訳者設置事業
介護訓練支援用具
自立生活支援用具
在宅療養等支援用具
情報・意思疎通支援用具
排せつ管理支援用具
住宅改修費
手話奉仕員養成講習修了見込者数

第７期計画見込量
サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

2
8
２
60
55
5６０
7
56

2
8
２
60
55
5６０
7
56

2
8
２
60
55
5６０
7
56

人
延時間
箇所
人
人
延日数
人
延日数

移動支援事業

地域活動支援センター事業

日中一時支援事業

訪問入浴サービス事業

●理解促進研修・啓発事業
●成年後見制度利用支援事業
●成年後見制度法人後見支援事業

（３）居住系サービス
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

1
65
85
1
1

1
63
85
1
1

1
60
85
1
1

人
人
人
箇所
回数

自立生活援助
共同生活援助
施設入所支援

地域生活支援拠点等

※地域生活支援拠点等については年間あたり

（４）計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

160
1
1

155
1
1

150
1
1

人
人
人

計画相談支援
地域移行支援
地域定着支援

（５）発達障がい者等に対する支援
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（年間あたり）

454545人ピアサポートの活動への参加人数

（６）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築
第７期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

１
１
25
１

１
１
24
１

１
１
23
１

人
人
人
人

121212人

精神障がい者の地域移行支援
精神障がい者の地域定着支援
精神障がい者の共同生活援助
精神障がい者の自立生活援助
精神障がい者の自立支援
（生活訓練）



計画期間

１８

第７期土岐市障がい福祉計画
第３期土岐市障がい児福祉計画
第７期土岐市障がい福祉計画
第３期土岐市障がい児福祉計画

概要版

計画策定にあたって

　「第６期土岐市障がい福祉計画・第２期土岐市障がい児福祉計画」が令和６年３月で計画期間が終了
することから、令和５年に国が策定した「障害者基本計画 ( 第５次 )」の基本的な視点をふまえ、「第７
期土岐市障がい福祉計画・第３期土岐市障がい児福祉計画」（以下、本計画）を策定します。

計画策定の趣旨計画策定の趣旨計画策定の趣旨１

　「土岐市障がい福祉計画」「土岐市障がい児福祉計画」は、「障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第 88 条」「児童福祉法第 33 条の 20」に基づき、
障がい福祉サーヒス、相談支援及び地域生活支援事業、障がい児支援の提供体制の確保について定
めるものです。「障がい福祉計画」と「障がい児福祉計画」は、一体のものとして作成することができ
ることから、本市においても両計画を一体的に作成するものとします。

計画の位置付け計画の位置付け計画の位置付け２

　計画の期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間とします。
　なお、国の障がい者福祉政策の大幅な見直し等が行われた場合、計画
期間中でも見直しすることとします。

計画の期間計画の期間計画の期間３

第５期土岐市障がい者計画第４期
計画障がい者計画障がい者計画障がい者計画

障がい福祉計画
障がい児福祉計画
障がい福祉計画
障がい児福祉計画
障がい福祉計画
障がい児福祉計画

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８年　度

第６期土岐市障がい福祉計画
第２期土岐市障がい児福祉計画

第７期土岐市障がい福祉計画
第３期土岐市障がい児福祉計画

第７期土岐市障がい福祉計画 第３期土岐市障がい児福祉計画　【概要版】
発行日：令和６年３月　発行者：土岐市 健康福祉部 福祉課・子育て支援課※

住　所：〒509-5192　土岐市土岐津町土岐口 2101 番地
電　話：0572-54-1111　　ＵＲＬ：https://www.city.toki.lg.jp/

　障がい児を対象とするサービスは、児童福祉法に基づく障がい児通所支援があります。適切に必要
とする方に提供できるよう、本計画の計画期間である令和６年度から令和８年度にかけての事業量を見
込みます。事業量の設定にあたっては、過去の実績（令和３年度から令和５年度）やアンケート調査結
果を基に把握した市民ニーズを勘案します。
　また、第２期土岐市子ども・子育て支援事業計画とも整合を図るため、特定教育・保育施設におけ
る障がい児等の受け入れ人数についても見込みます。

障がい児福祉サービス障がい児福祉サービス障がい児福祉サービス３

（１）障がい児通所支援
第３期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

140
560
240
2,870

３
６
0
0

140
560
220
2,610

２
４
0
0

140
560
200
2,380

１
２
0
0

人
人日
人
人日
人
人日
人
人日

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

（４）子ども・子育て支援等の提供体制の整備
第３期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

4
97
0

4
97
0

4
97
0

人
人
人

保育所
認定こども園
放課後児童健全育成事業

（２）障がい児相談支援
第３期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（１月あたり）

454545人障がい児相談支援

（２）障がい児相談支援
第３期計画見込量

サービス名 令和 6年度単位 令和 7年度 令和 8年度

（年間あたり）

111人医療的ケア児に対する関連分野の
支援を調整するコーディネーターの配置

※子育て支援課は令和６年４月よりこども家庭課に名称変更します


